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多様な特別休暇制度についての解説記事を以下で掲載しています。是非ご覧ください。
https://work-holiday.mhlw.go.jp/kyuukaseido/article/01.pdf

犯罪被害者等の被害回復のための
休暇の導入事例
https://www.youtube.com/watch?v=Q860eNGJEm8

病気休暇の導入事例
https://www.youtube.com/watch?v=r3l2jYiZeec

特別休暇制度についての解説
（講師：東京大学 名誉教授 佐藤博樹氏）
https://www.youtube.com/watch?v=kkyQ5AdDMr4



特別休暇制度を導入しましょう

特別休暇制度とは

特別休暇制度

特別休暇制度とは、労使による話し合いを通じて、休暇の目的や取
得形態を任意に設定できる法定外休暇を指します。病気休暇やボ
ランティア休暇などのほか、従前から多くの企業で導入のみられる
慶弔休暇や夏季休暇も、企業により任意に設定された特別休暇です。

企業にとってどのような特別休暇制度が望ましいか、また、どのような特別休暇制度が従業員のニーズに合うかは、その時々の社会環境や企業として
重視したいこと、従業員のライフステージ等によっても異なります。近年、従業員それぞれが抱える事情やニーズが多様化する中で、新たな休暇制度
の導入や、これまで導入していた特別休暇制度の見直しを検討している企業もあるでしょう。
制度を検討する際には、まずは特別休暇制度の導入により、どのようなことを実現したいかを考えましょう。例えば「ワーク・ライフ・バランスの推進」、「多
様な働き方・休み方の実践」や、「困難な状況に置かれた従業員のサポート」、「健康の保持増進」、「自己実現の支援」などがあるでしょう。これらを実現
するために、どのような特別休暇制度を設けることが適切か、従業員の声も聞きながら、特別休暇制度の導入の目的を整理し、制度の内容（名称、取
得事由、対象者、付与日数、取得単位、賃金の取扱い、申請・承認ルール等）を検討しましょう。
また、これまで導入していた特別休暇制度の見直しを行う場合は、その必要性や見直しによって生じる効果・影響を検討することが求められます。制
度の変更が合理的なものであるかどうか、従業員にどの程度不利益を及ぼすものかどうかなどをよく検討することが重要です。労働組合や過半数代表
者等との意見交換や協議を重ねながら、見直しを進めるようにしましょう。
特別休暇制度の導入・見直しが決まったら、従業員にその目的・狙いも含めて丁寧に説明し、変更後の就業規則を従業員にしっかりと周知します。
特別休暇制度の狙いを浸透させ、使いやすい制度にしていくためには、職場全体の理解や、休暇を取得しやすい風土の醸成も必要です。新入社員研修
や管理職研修等の機会を捉えた定期的な周知や、制度に関連する情報の発信、休みやすい風土の醸成などに継続的に取り組んでいくようにしましょう。

労働契約法第９条では、「使用者は、労働者と合意することなく、就業規則を変更することにより、労働者の不利益に労働契約の内容である労働条件
を変更することはできない。」とされています。ただし、労働契約法第10条において、例外にあたる場合も示されています。詳細は以下をご覧ください。

特別休暇制度の導入状況・導入の意義

特別休暇制度の導入状況 特別休暇制度導入の意義

「『仕事と生活の調和』の実現及び特別な休暇制度の普及促進に関する意識調査」（調査時点：令和６年４月１日）の結果から、本事例集で取り上げて
いる特別休暇制度の導入状況や労働者のニーズ等をご紹介します。

病気休暇・病気休職制度の導入状況を企業に聞いたところ、「病気
休暇を導入している」企業が２割強、「病気休職・休業制度を導入
している」企業が５割弱、「本人の私傷病や治療等の事由で取得で
きる他の制度･方法で代用している」企業が２割強となっています。
（図表１）
また、他の特別休暇の導入状況をみたところ、「裁判員休暇」を導
入している企業は５割弱、「ボランティア休暇」を導入している企業
は１割弱となっています。
「ドナー休暇」「犯罪被害者等の被害回復のための休暇」「更年期症
状による体調不良等のための特別休暇」については、導入している
企業は少ないものの、導入を予定している、導入を検討している企業
を含めるとそれぞれ１割強～２割強となっています。（図表2）

本事例集で取り上げる特別休暇制度

特別休暇制度について検討しましょう

【 いわゆる失効年次有給休暇の積立休暇について 】
労働基準法では、年次有給休暇の請求権の時効は２年とされています
が、時効となった年次有給休暇をやむなく積み立て、病気や介護など
使用目的を限定した特別休暇としている例もあります。
ただし、年次有給休暇の取得が促進されるにしたがって、積み立てら
れる休暇は減ることが考えられます。年次有給休暇の取得率は、年々
上昇傾向にあり、令和６年の調査（令和５年の状況）では65.3％でした
（厚生労働省「令和６年就労条件総合調査」）。年次有給休暇の取得の
促進も図りながら、予測できない事情に備えたい場合には、積立休暇と
は別に特別休暇を設定することも検討しましょう。

法定休暇とは

法律で定められた
休暇・休業

例）年次有給休暇
　  育児休業
　  介護休業
　  子の看護休暇
　  介護休暇
　  生理休暇

年次有給休暇について、付与された日数の８割以上取得する意向
がないと回答した労働者に、その理由を聞いたところ、「急な用事
のために残しておく必要があるから」「病気やけがに備えて残してお
きたいから」が上位となっています。
病気休暇等の特別休暇制度を設けることで、急な用事や突然の病
気等に備えた年次有給休暇の取得控えを防止し、年次有給休暇の
取得につながることが期待できます。（図表3）
また、年次有給休暇とは別に、どのような特別休暇があってほしい
と思うかについては、「有給の特別休暇を設けてほしい」と回答した
割合は、「病気休暇」が６割弱、「裁判員休暇」が５割強、「犯罪被
害者等の被害回復のための休暇」が３割強、「ボランティア休暇」
「ドナー休暇」がそれぞれ３割弱～３割強となっています。（図表4）

（注）年次有給休暇を「60％～ 80％程度取得したいと考えていた」「40％～60％程度
　　取得したいと考えていた」「20％～40％程度取得したいと考えていた」「20％も
　　取得したいと考えていなかった」と回答した人を対象とした設問。回答割合が高
　　い選択肢５つ（「特にない」を除く）を抜粋して表示

（注）各休暇について、「有給の特別休暇を設けてほしい」と回答した割合
（注）病気休暇及び裁判員休暇については、その他３つの特別休暇とは異なる設問
　　群において把握しており、３つの特別休暇との単純な比較はできない点に留意

を中心に取り上げています。

本事例集では、特別休暇の中から、

年次有給休暇とは別に有給で設けられていることで、体調不良等に備えた年次有給休暇の
取得控えを防止し、年次有給休暇の取得促進につながっている特別休暇
例） ●病気休暇（有給）  ●家族の看護等のための休暇（有給）  等

予測できない事情や思いがけない事態などが生じた際に、
安心して休めるようにするための特別休暇
例） ●裁判員休暇  ●犯罪被害者等の被害回復のための休暇  ●災害休暇（被災時の休暇）  　   
　  ●病気休暇   ●家族の看護等のための休暇  等

従業員のボランティアや地域活動、自己啓発などを後押しする、
もしくはそのきっかけづくりとなる特別休暇
例） ●ボランティア休暇  ●ドナー休暇  ●自己啓発休暇  等

法定外休暇とは

就業規則等により
会社が任意に
定めた休暇

例）病気休暇
　  ボランティア休暇
　  裁判員休暇
犯罪被害者等の
被害回復のための休暇

年次有給休暇の
取得促進に資する特別休暇1

■ n＝2,131

急な用事のために残しておく
必要があるから
病気やけがに備えて
残しておきたいから
年次有給休暇を
積み立てておきたいから
休んでもすることがないから

できるだけ働きたいから

0％ 100％

ボランティア休暇(n=5,000)

ドナー休暇(n=5,000)

犯罪被害者等の被害回復の
ための休暇(n=5,000)

裁判員休暇(n=2,500)

病気休暇(n=2,500)

0％ 100％

55.5％

53.3％

33.3％

25.5％

30.6％

病気休暇を導入している

病気休職･休業制度を
導入している
本人の私傷病等の事由で
取得できる
他の制度･方法で代用している

ない（全て欠勤扱いとしている）

■ n＝3,234

0％ 100％

23.4％

47.3％

23.1％

28.4％

病気休暇や病気休職･休業制度の導入状況
（複数回答）（企業調査結果）

図表1 図表3
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無回答
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ボランティア休暇
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犯罪被害者等の
被害回復のための休暇

更年期症状による
体調不良等のための
特別休暇

0％ 100％
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図表2 他の特別休暇の導入状況
（単数回答）（企業調査結果）

年次有給休暇を取り残す理由
（年次有給休暇を80％以上取得する意向が
 なかった理由）（複数回答）（労働者調査結果）

図表4 有給の特別休暇を設けてほしい割合
（労働者調査結果）

予測できない事情に
備えた特別休暇　2

従業員の多様な活動を
支援する特別休暇3

▶厚生労働省「労働契約法のあらまし」  https://www.mhlw.go.jp/content/001234797.pdf

45.6％

43.3％

14.2％

10.5％

9.9％

2    1






















































































	「特別休暇制度導入事例集2024」「特別休暇制度パンフレット2024」の送付について
	特別休暇制度導入事例集2024
	特別休暇制度パンフレット2024




